平成２７年４月３０日
　　【行橋市介護保険課】
【軽度者に係る福祉用具貸与の取扱いについて】
　要支援１・２及び要介護１の者（以下、軽度者という）に係る福祉用具貸与については、その状態像からみて使用が想定しにくい車いす等の種目は、保険給付の対象外とされています。

　ただし、軽度者であってもその状態像に応じて利用が想定される対象外種目について、厚生労働省が定める基準等に該当する場合は、例外的に福祉用具貸与の算定が可能であるため、本市では必要書類の提出を求め、その判断を行うこととしています。
1． 例外給付の対象（届出不要の場合）

＜別表＞に該当する者については、市への連絡を行なう必要はなく、申請書等の書類を提出しなくとも例外的に給付を認めます。

2． 例外給付の対象（届出が必要な場合）

　　軽度者であって別表に該当しない者のうち、下記のⅰ）～ⅲ）までのいずれかに該当する旨が医師の医学的な所見に基づき判断され、かつ、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が判断される者については、市への申請書等を提出し、例外給付決定により、保険給付を認めます。

	ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁に、
＜別表＞に定める福祉用具が必要な状態に該当する者
ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに、別表に定める福祉用具が
必要な状態になることが確実に見込まれる者
ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断から、
＜別表＞に定める福祉用具が必要な状態に該当すると判断できる者


　　
【必要性が想定される具体的な状態像や疾患の事例】　　※状態像は例示としているにすぎない。
	事例類型
	状態像の例
	福祉用具種類例

	ⅰ)頻繁な状態
変動
	パーキンソン病の内服加療中の「ＯＮ／ＯＦＦ現象」によって、頻回に臥位からの起き上がりが困難となる。
	特殊寝台

	
	重度の関節リウマチによる関節こわばりが朝方強くなるため、畳からポータブルトイレへの移乗が全介助を要する状態となる。
	移動用リフト
（昇降座椅子）

	ⅱ)急性憎悪
	末期がんにより急激に状態が悪化し、短期間で寝返りや起き上がりが困難な状態に至ると確実に見込まれる。
	特殊寝台


	ⅲ)重篤化回避
	重度の心疾患で、心不全発作の危険性が著しく高く、急激な体動を医学的見地により回避する必要がある。
	特殊寝台

	
	重度の喘息発作で、呼吸苦の重篤化を回避するため、状態を一定の角度に起こす必要がある。
	特殊寝台

	
	脊髄損傷による下半身麻痺により、下半身の自発的な体位変換が困難なため、床ずれの発生リスクが高い。
	床ずれ防止用具及び体位変換器

	
	人工股関節の術後で、立ち座りに伴い股関節脱臼の危険性が高いため、医学的見地から股関節への負担を回避する必要があり、畳から椅子への移乗に一部介助を要する。
	移動用リフト

（昇降座椅子）


3． 提出書類

1 軽度者に係る福祉用具貸与例外給付認定申請書

2 医学的な所見の確認ができる書類（「主治医意見書（写）」等）
3 要介護１の場合：　居宅サービス計画書（１）・（２）　（写）

　　　　　　　　　　　サービス担当者会議の要点（写）

　　要支援の場合　：　介護予防サービス・支援計画表（１）・（２）　（写）

　　　　　　　　　　　介護予防支援経過記録（サービス担当者会議の要点を含む）　（写）
注１）②、③で、医師の医学的な所見が確認できない場合は、「医師の診断書」又は「聴取した
医師の所見を記載した居宅サービス計画書」が必要です。
　　注２）申請書の「医師の医学的な所見」欄の該当する状態像（ⅰ）～（ⅲ）にチェックをすること。
　　　　　「所見の確認日」は、ケアマネジャーが医学的所見を確認した日

　　注３）申請書の「特に必要と判断した理由」欄には、具体的な身体状況について、医師の所見を含めた内容を記載すること。
　　　　
4． 提出先

　　行橋市　介護保険課
5． 注意事項
· 主治医の診断書については、利用者負担（診断書料等）が発生する場合があるため、ご注意ください。
·  医師の所見が「ベッドが必要」とだけ記載されているような場合は、貸与の必要性が確認できません。また、医師の同意を得るのではなく、医師の必要性の判断を得てください。
· 特殊寝台の貸与について
医学的所見から起き上がり、寝返りに一般寝台とは異なる機能（主に背上げ・足上げ機能）が必要であると判断される場合に、特殊寝台の貸与を検討することとなります。
原則、立ち上がりの支援については、特殊寝台貸与の理由となりません。離床支援用手すりやベストポジションバーの貸与を検討されてください。（起き上がり、及び寝返りに関する状態像に加えて、特殊寝台床板の高さ調整による「立ち上がり」を含めた介助を使用目的とした場合は、例外的な保険給付を認めます。）
・ 下記（１）～（３）の事柄が生じた場合は、再度、申請が必要です。

（１）区分変更があった場合　（２）事業所変更があった場合　（３）認定更新をした場合

　　
※　居宅介護支援事業所が変更になった場合

· 旧事業所　⇒　新事業者へ「結果通知」の写し（情報提供の一環）を提出

· 新事業所（介護支援専門員）　⇒　介護保険課へ申請書と提出書類③（サービス担当者会議の記録等）を提出、新事業所での認定を受けてください。
6． 暫定プランによる対象外種目の利用について
· 軽度者という見込みでケアプランを作成する場合は、上記「２．例外給付の対象（届出が必要な場合）」と同様の手続きを行なってください。

· 例外給付の認定の決定通知は、要介護認定が判定された後に通知しますが、サービス利用開始希望日に遡って給付の開始を行います。

· 認定結果をもって軽度者であることが判明した場合（要介護度の見込み違いの場合）は、要介護度判明後、上記「１．例外給付の対象（届出不要の場合）」又は「２．例外給付の対象（届出が必要な場合）」の手続きを行なってください。

なお、申請書作成の際は、介護報酬の算定開始日を考慮し、届出年月日を遡って記載することが可能です。
